
令和元年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

出流原ＰＡ周辺開
発の推進

（仮称）出流原ＰＡスマートインターチェ
ンジ整備の推進

1 （仮称）出流原PAスマートインターチェンジ整備事業



年 月

年度

１

１

２

２ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

需用費

30,500 委託料

実施方法

旅費旅費

事業費

20

30

538

60

項目

23,132

Ｒ１年度（実績）

137,570

1 1

8

40,000

80,000

H29年度～R3年度
リーディングプロジェクト

工事請負費 工事請負費

事務事業名 （仮称）出流原ＰＡスマートインターチェンジ整備事業

基本目標

政　　策

一般

期間限定複数年度

施　　策

2
（仮称）出流原ＰＡスマートインターチェンジ
整備事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

11090

款

需用費需用費

2
2,720

10,37710,377

2
2,720

12,894

負担金

補償金

186,00015,346 負担金公有財産購入費

項目

60,400
22,531

単位

85,558

9

Ｈ２９年度
（実績）

20

2 25％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

280 需用費

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

14,000

政策
体系

予算
科目

元

272,290

Ｒ３年度（目標）

18,350
306,050

75,900

18,000
149,600

項目

令和

事業費

委託料 24,181

55,000

54,567負担金 22,261

58,000

公有財産購入費

負担金

使用料及び賃借料 13

100

Ｒ２年度
（目標）

71

委託料

・出流原PA周辺総合物流開発整備
事業方針
・出流原PAスマートIC整備取組方針

3,860 2,720
14,749 10,377
62,268トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

1,600
6,106

3人

時間

16,699

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（目標）

役務費 1,043 役務費

256

１－①－１

Ｒ３年度
（目標）

継続事業

実施計画事業

1

25 71

193,800

100

Ｒ２年度
（目標）

30

スマートインターチェンジ整備
の進捗率

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

2

2

委託料

147,947 282,667

36,000

177,500

補償金 28,494

3

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

産業振興で活力あるまちづくり

予算細事業名

出流原ＰＡ周辺開発の推進

（仮称）出流原ＰＡスマートインターチェンジ整備の推進

3

根拠
法令

条例等

8,145

1

１．事務事業の現状把握【DO】

Ｒ３年度
（見込）

11,112

Ｒ１年度
（実績）

9

Ｒ２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

1

対象指標

箇所

Ｒ１年度
（実績）

都市建設部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

25

出流原PA周辺開発係

Ｒ３年度
（見込）

100

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

9

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

＜本市が実施＞　　　　　　　　　　　　　　　　　＜ネクスコ東日本が実施＞（本市は負担金対応）
　・埋蔵文化財発掘調査　　　　　　　　　　　　　　・舗装標識設計
　・事業用地取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・現場周辺の家屋事前調査
　・排水路詳細設計

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

都市整備課

政策体系コード 1122

一部委託

三関　純一

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当

魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり

　東日本高速道路株式会社（ネクスコ東日本）
と連携し、北関東自動車道・出流原パーキン
グエリア（PA）にスマートインターチェンジ（ＩＣ）
を整備する。
≪事業内容≫
測量・設計　：平成29～令和元年度
用地測量・買収　：平成30～令和元年度
補償物件移転　：令和元～令和2年度
埋蔵文化財発掘調査　：令和元～令和2年度
工事　：令和2～令和3年度
※ネクスコ東日本との協定により、ETCゲート
を含むPA側をネクスコ東日本が整備し、ETC
ゲート外側から県道山形寺岡線接続部までを
本市が整備する。

担当
組織

担当部

71

目

施設等整備事業

事
業
区
分

10,593

24,900

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 10,593
3,309

8

千円県支出金

12

活動指標

スマートインターチェンジ整備
の進捗率

目
的

（仮称）出流原PAスマートIC

成果指標

（仮称）出流原PAスマートIC
　　　　（※協定による佐野市事業部分）

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

出流原ＰＡにスマートインターチェンジを整備
する。

（仮称）出流原PAスマートICの整備

11,165

スマートインターチェンジ整備
の進捗率

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 旅費

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

10,593負担金

項目

316,427

43,527

Ｈ２９年度
（実績）

2

上位成果指標

事業費

旅費

47,519
項目

単位

％

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

本事業は出流原PA周辺総合物流開発整備事業の一部であり、企業誘致による雇用の創出と経済
の伸展による地域振興を目的としていることから、受益者は市民となり、個別に特定されないため、
受益者負担を求める必要はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

都市整備課 担当係 出流原PA周辺開発係（仮称）出流原ＰＡスマートインターチェンジ整備事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

都市建設部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
平成29年7月に国土交通省により、(仮称)出流原ＰＡスマートＩＣが「新規事業化箇所」に採択された
ため、令和4年中の供用開始を目指し、整備を進めて行く。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

近年実施された調査では、北関東自動車道沿線に企業立地を検討する企業においては、高速道路
のインターチェンジへの近接性を重要視されている傾向がある。また、国においても、高速道路が持
つストック効果を活かし、産業振興、観光振興等を図るため、積極的にスマートＩＣの設置を推進する
としている。

市議会の一般質問において、出流原ＰＡへのスマートインターチェンジ設置は地方創生にも大きく寄
与することから全力で取組むべきとの意見があった。また、地元説明会等においては、出流原PA周
辺総合物流開発整備と合わせた事業進捗を図ってほしいとの意見もあった。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費、人件費の削減は、調査・検討などの事業進捗に支障をきたすこととなるため、削減の余地
はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

各年度の予算を大幅に増額すれば事業進捗が図られるが、ネクスコ東日本と協定を結び進めてい
るため、調整を図る必要がある。現時点では、今の進め方で、目標としている令和4年のとちぎ国体
前の供用開始にも十分間に合う見込みである。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

出流原PA周辺総合物流開発整備を推進するための事業であり、基本目標である「魅力ある産業で
賑わう活力あるまちづくり」に大きく貢献するものである。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

市の構想である出流原ＰＡ周辺総合物流開発事業の一部であるため、市として整備を行う必要があ
る。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

事業目的をスマートＩＣの整備としているため。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

スマートICが整備されれば事業終了となる。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？


